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1，はじめに
　本稿のねらいはインフレーシ。ンと国際収支均衡との矛盾を解明し．それを国内均衡と関連づけて考察
するところにある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」
戦後，世界各国の経済政策の目標で重要と考えられるのは，固定為替相場制度下での国内の経済成長（
適正成長率の維持）と国際収支の均衡であっだと言える。国際均衡と国内均衡の問題は戦後ftだちにR．
ヌルクセによって提唱され，J，　E．ミード．　R．ハロッド，　R．　A．マンデル等により継承され進展し
kこの問題が出てくる背景には，それまでの主流とも言えるケインズ的政策論，すfiわち、経済成長に
最優先順位を与えるような政策から生ずるインフレーションと国際収支の均衡とが矛盾するというジレ
ンマを起こす事実があったπめと思われる。ケインズ流の政策論の対策として採られた所得成長率の抑制．
すkわち，現実の産出量成長率を自然成長率以下に抑える政策はデフレ的：あっだことから．ハロッドは
現実の産出量成長率を目然成長率に等しくする政策としてttSTOP　and　GO　POLICY”を
唱え，それを進展させft。　m稿では資Z［移動等までに論究しなかっだので，貿易収支という立場から考察
する。さらに．貿易は目由貿易を前提としsいわゆる純粋モデルを考えている。インフレーシ。ンについ
ても従来からの古典派的インフレーシ．ンやケインズのいうインフレーシ。ン状態を指すのではなく，現
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代的意味でのインフレーシ。ン，つまb．経済の成長率も上昇し，産出高も増加し，雇用もそれにつれて
増大するが，物価も騰貴するという状態のインフレーシ。ンを前提とする。国内均衡については物価安定
と適正成長率の維持の達成を目的とし．拡大均衡（経済活動と産出高増加等）を条件とする。まπ．ハロ
ラド以後の文献では完全雇用状態が継続的に保だれているとされているので，ここでもそれに従う。しか
し厳密にはこのことはモデルに付帯する諸要因に依存すると考えられる9）オニ節では国際間にインフレー
シ。ン格差が存する場合の貿易収支の変化に関して吟味する。
（1）　J．E。Meade，”A　Neo－CLassical　TheoryF　of　Economic　Growth”
　　1960年tt………The　maintenance　of　full　employment　is　dependent
　　on　government　regulation　with　respect　to　the　rate　of　inter－
　　est……”　N．Kaldor．　ttA　Model　of　Econom孟c　Growth”．　Economic
　　Journal　Vol　LXV皿1957年tt・…・・…There　exists　a　certain　buoyancy
　　in　investors「behaviour　which　ensures　that　growth　takes　pla－
　　ce　at　full　employment．………，，
2，　インフレーシ∋ンと貿易収支
　インフレーシ。ンが進んだ国と余り進んでいftい国を考え．各々1国．皿国とする。すると．インフレ
ーシ。ン進度の相違は輸出入にどのように影響するか価格効果に関して考察する。インフV一シ。ンの憧
類・定義等は後節にゅつる。
　1国のインフレ＿シ。ンが皿国の輸出に与える影響を分析すると次のよう・になるIP．（Fig　1参照）
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の供給曲線．とする。1国で何らか
の理由でインフレーションがあb。
それにより賃金が上昇しだとすると．
1国のSIはS’1ヘシフトする。こ
の時，Sl＋皿もstl＋皿ヘシフト
するので，DI＋Hとsil＋皿の交
点はPlと友り．　D　I＋ilとS1＋皿
の交点Pよb上方へ移行する。これ
は価格がPMからPIMへ騰貴した
ことを意味する。1国の供給曲線の
シフトは皿国の輸出をOKからOIKtへ増大させ，1国の輸出をONからONk減少させる。（但し，こ
れはll国の輸出増加『輸出価格低下』とは無関係に生起する）　以上のことから．1国の供給曲線のシフ
トが国際市場での均衡価格をPからpiへ高めた結果．皿国の生産量は拡大し輸出も増加する。ここでは
国際財のみを考慮しftが，国内財を考えた場禽国際市場での価格騰貴は国内財の繭出をも可能にする92）
一般に，国際比較に関する研究をする際に，各国の為替相場が大体その国の購買力を表わすものと認めら
れている。故に，国内財も国際財同様，貨幣の購買力が一応の標準的換算の目安とできるであろう。する
と．1国の国際財・国内財を含む一般物価水準の相対的上昇は1国の通貨の購買力減少を意味する。為替
相場を一定とすると．1国の貿易収支は通常不利化する6しかし，変動為替相場を考慮すると，この時物
価上昇率と同率の平価切下げが行われれば，貿易収支は変化しない。
（1）EA．Lutz，　tcThe　Problem　of　International　Economic　Eguilibrium　
　　1962年Nerth－Ho11and　Publishing　Company　Amsterdan　R17
（2）　B．Turroni．“The　Economics　of　Inflation：A　Study　of　Currency
　　Depreciation　inPost　－Wa　r　Germany”1937年　大内兵衛訳「インフレーシ。ン
　　の経済学」　P．95　日本評論社
　3，イン7レーション分析とモデル設定
この節ではインフレーシ。ンの臓をする．インフv＿シ。ンの分類はP．アインツ，。ヒli）F．マ・・
ルー　7S2）丸尾直美氏等13）各々の立場から述べられているが，ここでは主として最も一・一一一般的な見解のコスト
ブッシュとディマンドプル・インフレーシ．ンを念頭に置く。
　現実にはコストブッシュとディマンドブルインフtZ・一シ。ンが全く別々に，独立して作用するというよ
り，相互に作用し合っていると考えられる面が多く見られるので，明確に両者を分離することは困難かも
知れlt　h・しかし．物極騰貴の初発因がコスFプッシ＝かディマンドブルかによoてインフレ対策はちが
ってくる。例えば．初発因がコストプッシュインフレーシ。ンであるのに．ディマンドプルインフレの対
策として政府支出。投資支出の抑制策がとられると，産出水潭の低下と失芙が発生しよう14）
　デtマントプルインフレーシ。ンは総需要が社会の潜在的な供給能力を超過して，継続的に増大する場
合に生ずる物価騰貴をいうのであるが，その要因は輸出・投資・消費・政府支出等の過大な増加に依存す
る。これに対し，コストブッシ＝インフレーシ。ンは費用の構成項目kる輸入原材料価格上昇．或いは賃
金上昇率が生産性上昇率以上であることに帰因する。それらの物価変動は貨幣賃金率の外生的変勤（例え
ば，労働組合の圧力）で生ずる。m稿ではマークアップや管理価格インフv一シ。ンもこのコストブッシ
ュインフレーシ．ンとみ左す。すltわち，コストが販売価格・市場価格を決定するための条件として独占
や管理の介入があるとし、そこではコストとマークアップをセットにして考えている。
　前述のように，現実のインフレーシ。ン現象がコストブッシュかデ｛マンドプルかの区別は明確になし
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得lt　h実情かも知れlt　hが．　ftだどちらの色彩を多く帯びているかによって多少の区別はできるであろう。
それは賃金一upが物価水準を決定する市場（現実）価格にそのまま結びつぐ，いわゆる管理価格（非伸
縮性）かその他の財の価格が伸縮在をもつ程度に依存するケースである。伝統的理論では賃金・物価は各
々財及び労働に対する需給関係で決定されるとされてきft。これは財市場・労働市場で完全競争が支配的
である場合に特にそうであb，これを需給決定型とする。しかし現在，財市場では独占・寡占が支配的で
あb，労働市場においても労働組合の勢力が強く，賃金決定は生計費にスライドしだり．組合圧力で左右
される傾向にある。まだ物価（諸価格）も独占的・寡占的生産者がフルコスト原理を用いて決定する傾向
が強い．これを，スト決定型と呼ぶと次のよう吻価と賃金決定タイブの組合せができるIS）しかし実際に
表豆のA－Dタイブだけでインフレーシ。ン現象は言い尽せな嬬というのは、ここで言われているタイ
表　　1
価格市場
コスト決定型
需　給決定型
コスト決定型
需　給決定型
賃金率　　労働市場
コスト決定型
コスト決定型
需　給決定型
需　給決定型
プは，一般物価（価格）水進及び一般賃金水進が純粋にコスト或いは需給関係のいつれかで決定されると
限定しているが，例えば．市場支配力の強い独占的・寡占的大企菜の製品はコストで決定されると仮定し
ても，槻膜で市麗理加弱峨品の儲は需給関係で決定されると考k・ft方が妥当齢あろう鯵る
と．このA－Dタイプに次のE－1タイブが加えられる。（表皿）
表　皿
タイプ 物価（諸価格）　価格市場 賃金率
E 需給とコスト決定型 需給と
F コスト決定型 ?
G 需給決定型
?
H 需給とコスト決定型
1 同　　　上 i
　　　　　労働布場
コスト決定型
　　　　　　上
　　　　　　上
　　　コスト決定型
　　　需　給決定型
　ケースA（Aタイブ）に於いて．賃金率決定は労働組合の圧力や生計費上昇にリンクされて定められる
非伸縮的な型で，諸価格も管理価格やマークアップによって決められる非伸縮型であって・コストブッシ
．イン。レーシ。ンを想定でき。。イブである．。の働。イブはJ．J．ポラー？，（7）F．ホ〃1マン（8）
の論文にみられる。
　ケ＿スBは諸価格が需要条件いかんで競争的に定まる伸縮性のある型であるが，賃金率が非伸縮的ケー
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スで・これは賃金が硬直的で価格が需要条件で決まるというケインジアンのインフレギャップモデルに近
いもので，J．M．ケイソ贈）A．スミシーズ愈ΦT．C．クーブマンズ90等にみられる。
　ケースCは諸価格が非伸縮的で，賃金率が伸縮的ケースである。これは価格が各裡の費庶なかんつく
賃金に対して一定率の加算をして（す攻わち．マークァップされて）決定されるというタイブで，S．ワ
イントラウブの主張しfcもので．古典派の貨幣数量方程式に代わるインフレーシ．ン説明に用いられた皇匂
　ケースDに於いては諸価格も賃金率も伸縮性があb，伝統的なデtマンドブルインフレーシ．ンが生じ
やすいタイブであろう。
　E－1のケースはA－Dのタイプを一層複雑va－一一層現実に近づけk例と考えてよいであろう。例えば，
諸価格決定がコスト・需給型というのは．先に説明しだように市場支配力の強い大企菜製品はコスト決定
型で．小規模で布場シエァの狭く弱い製品は需給決定型である場合であb，賃金率がコスト・需給決定型
というのは，熟練労働者と不熟練労働者を想定すればよい。高度の技術水進を要求される企菜の技術開発
研究従事者は労働市場の需給関係とは無関係に，熟練者の稀少性という面から賃金水準は高くなろうが，
熟練を必要としない単純労働者等の場合は主として需給関係で決定されるであろう。
　以上のインフレーシ。ンを念頭に澄きつっ後節ではこのインフレーシ。ンと貿易収支・国内均衡の関係
を論究する。これらの理論的分析と検討を行う目的を具体的に言う攻らば，それは政策目標として国内の
適正成長率の維持と物価安定をめざし．対外的には貿易収支の均衡を求めることである。
注（1｝P．Einzig，璽Inflation”Chatto　and　Winds　London　1952年，波多野真他
　　　訳「インフレーシ。ンへの抵抗」昭和29年PP．45　・一　16
注（2）F．Machlup．　ttAnother　view　of　Cost－Push　and　Demand－Pull　Inf1－
　　　ation，，　Review　of　Economics　and　Stati3tics　Vol　42　1960年
　　　PP．125－159
注（3）中央大学経済研究所編「経済成長とインフレーシ．ン」丸尾直美　P．146
注（4）失業は賃金プッシ；の緩和に役立つかも知れないが，それは新規採用の際には有効でも，合日のよ
　　　うに労働組合の圧力が強く．しかも賃金の下方硬直性が存するところではフィリッブス曲線が示す
　　　ように明確に失業が賃金プッシュを緩和するとは言いがπい。
注（5）　RTurvey，　tt　Some　Aspects　of　the　Theory　of　Inflation　in　a　Cl－
　　　osed　Economy”Economie　Journa11951年September
注（6）またはデ＝一ゼンベリー流に工業製品価格はコストで決定され，一次産品価格は需給関係で決定さ
　　　れるとも考えられる。J．Duesenberry．“The　Mechanism　of　Inflation”．
　　　Review　of　Eeonomics　and　Statistics　1950年Vo152　May　P144
注（7）J．J．Polak．tt　On　the　Theory　of　Price　ControI．”Review　of　Econ－
　　　omics　and　Statisties　1950年
注（8）F．Holzman．”Ineome　Determination　in　Ppen　Inflation”Review
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　　　of　Econ．　and　Statis．1950年Vo152　PP．150－S58
注（9）　J．MKeynes，”How　to　Pay　for　the　War”
　　　Macmillon，　London　1940年PP．61－70
注⑩　A．Smithies．　ttThe　Behaviour　of　Money　National　Ineome　Under
　　　Inflationary　Conditions”Quartary　Journal　of　Economics　i942年
注⑪　J．C，Koopmans，　ttThe　Dynamics　of　Inflation”Review　of　Econ　and
　　　Statis．1942年Vol24May
注⑫　ワイントラウブの定式については宮沢健一著「国民所得理論」筑摩書房1967年PP・341－
　　　342を参照さin　ftし、
4，　インフレーションの作用
　ここではインフレーションがもつ経済的・社会的効果を論究する。しかし．オー次大戦当時ドイツで発
生しftハイパーインフレを問題にするのではなく．適度lt継続的インフレーシ・ンの作用を吟味する。1
910～20年代のインフレーシ．ンを考えている人達はそれを非常な害として受けとb，30年代のデ
フレーシ．ンから受けだ苦痛を知っている人々はインフV一シ。ンを救済者と考えるかも知れない。この
ように歴史的にみて，インフレーシ・ンは利害両面をもっているけれど、現代の経済・社会へ与える作用
はどうだろうか。インフレーシ．ンつまb物価騰貴は一般にはその物価上昇率が金融資産の利子率以上に
上昇すれば．、貨幣的資産からの逃避が始まり資産の保有形態（資産選好）が変わる。確定利付有価証券を
所有す。投飯や金稚瀦．年金受瀦は土地舗等へ変え・かも知倣卍しかし順権者嶺金所
得者・その他騰貴する物価に自分の所得を調整でき攻い人達にとって．その消費生活を圧迫し、物心両面
va　tsいて彼らの立場を悪化する。このように貨幣減価から生ずる債務者に有利、債権者に不利という作用
は産業資2N家に利益を与え．賃金所得者に損失をもkらす。
また，卸売物価と消賭物価の糠（卸売物砒軸安定硝儲物価獺）があるとすると？｝生産的
階級の人。にと。て．物価獺は生産を増大できると考えられうる反面．F．A．・・イエメ3）の指摘のよ
うに，消費者物価にインフレ作用があるとすれば，そねは資源の効率的配分のメカニズムに悪影響を及ぼ
す。
さらVCs多くの所得は物価獺駒遅れて謝4）されるから、そのTime－L・gの長短によb．物価
上昇が消費構造に与える影響もみのがせ左い。例えば・Ratchat　Effe　c’煤hにみられると同様に．
一度インフV一シ・ンで大きくなっft消費性向は所得が物価上昇の遅れに追いついだ時．消費性向を一層
高め，そ乳が増々物価水進を上昇させる可能1生がある。このように消費性向には初期のデモンストレーシ
ョン効果とともに貨幣錯覚効果があろう。
　しかしftがら、経済を成長させていくにはある程度の物価の上昇はやむを得ないし、必要ともなる。
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（後節でこの関係には触れる）実際に現代は成長率上昇と物価上昇とが平行して生起している状態である。
インフレーシ・ンによる実質成長率と実質賃金率の相対的格差は．その格差の広きによる資本収益率の高
まbをもたらし．それは企業を有利にするであろうからである。
　継続的インフレーシ・ンが働生化すると．労働組合は実質的生活改善を確保するだめに，賃金引上げを
要求し，賃金所得者の定期的調整がなされよう。その績果組合は毎年の賃上げを習慣的に行い．kとえデ
ィマンドブルインフレーションがなくなっだとしても継続しようとするであろう。
　対外に目をむけるとき，固定為替相場制がしかれ，外国の物価水準を一定とすると，輸出入に関しての
価格効果はオ2節で検討したようにインフレーシ．ンの存在する国は輸出が誠少し，輸入が刺激され貿易
収支は逆調とltる。この現象は国内の経済活動に何らかの悪影響を及ぼすであろう。さらに，交易条件も
悪化することは明らかであろう。
注（1）この貨幣的資産からの逃避は時間的ずれを澄いて利子率上昇を促すであろうが，これが加速度的に
　　　他に波及し，ハイパーインフレになる前に政策当局による統制があろう。
注【2）現実に両者の間に乖離が存在する。経済企画庁編，経済臼書．昭和44年度．PP．206－207
EI（3）F．A．Hayek．”Prices　and　Production，，1931年
　　　豊崎稔訳「価格と生産」昭和16年
注（4）ハーパラーはこのことに関して特に，公共部門の遅れを指摘し，社会的間接資太不足を述べている。
　　　G．Haberler｛｛Inflation；Its　Causes　and　Cures”1966年加藤寛孝他訳
　　　「インフレーシ・ン」東洋経済新報社　P．141
5，一般的ケースにおける物価・貿易収支・成長率の関係．
　物価安定・貿易収支均衡・適正成長率という5っの目標を同時に達成しようとする場合通常，ティンバ
ーゲン教授にょり．「政策目標と同数の政策手段が必要」と云われている。例えば，物価安定A，貿易収
支均衡Bという目標を線型体系で考えると．テ1ンバーゲン定理により，政策手段をx・yとする。する
とその目標と手段の間には，
　A＝αx＋βy－r　　　（1）　　α・β・r＝係数
　B＝∂x＋εy一η　　　（2）　　∂・ε・η＝係数
が成立す6aここで・哩ましい水準を・とすると・（1助・・讐L
望ましいBの水準をσとすると②より
　　　・・σ壱η一÷（・）
（3）式・（4）式を図示すると．Fig皿となる。
a万x　（3）
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　　　　　　　　　　　　　B　　T
固定相場では直接的関係をもつであろう。すなわち，物価上昇が輸出品に対して寄与率が大であれば輸出
は減少し，輸入競争品に対しての寄．与率が大きければ，輸入が増加しよう。まだ，物価上昇が賃金上昇を
誘発し，それが国際市場での競争力を弱めるという間接的影響（2Y　2節ですでに言及）もある。このよう
に諸ルー一トから物価が貿易収支にインパクトする結果，物価の規制者として貿易収支があると考えられる。
それは貿易収支（国際収支）均衡が各国で一般的政策目標として考えられるだめ，不均衡に左れば政策当
局は物価安定策を講じるであろうからである。さらに物価においても，その構成は消費者物価・卸売物価
があb、各々貿易収支への影響もちがう。消費者物価は直接的作用はlt　hと考えられるが，オ2節で述べ
lcように，最終消費財やサービス価格も国際的比較に齢いて貨幣の購買力を一応標準換算の目安とできる
ので・賃金に影響し間接的に貿易収支に作用す5．・卸売物価は生産者価格に近いだめ・サービス価格の入
b込む余地は少ないが，貿易上の輸送費等が加算されるので，貿易との関係は深い。注意すべき事は全生
産物が貿易に参加してい攻いことである。このように物価と貿易収支だけにっいても線型的概念では解決
されkレ㌔
　成長率と貿易収支の関係において，両者の間に，「成長率が高い程．貿易収支は悪化する」という説が
あるが，これは輸入需要の所得弾力1生をほぼ不変．限界輸入性向が一定であるという前提に立っているル
らである9｝
貿易収支働向を考察するに際し，始め国民所得との関係からみる．アブソーブシ。ン・7・’・一チ（2）か
　目標がqだけなら、手段xyの組合せはA線上に無
限にあるが．σの目標を同時に達成することを考える
と，手段のとるべき方法はA・B両縁の交点Pに限定
される。しかしながら実際問題としてはこれらの曲線
が平行の可能性もあるし，政策手段の取bうる範囲に
限界が存する場合もあるので，交点Pで適正政策手段
がとられるというケースは特殊lt場合であろう。
　このような物価と貿易収支の関係va為替相場が介入
しだ時．その相場が自由に変更する場合は貿易収支と
物価の問に直接的影響があると一義的に云えないが．
ら，貿易収支は生産と支出の差に等しい。すなわち，t期の貿易収支ml［t　はmbt＝　Xv－Mt
生産＝pt　支出＝Atとすると，　At＝Ct＋It＋Gt　但し，　Ct＝（1－s）・Yt－1
s＝限界貯蓄性向，すると，mbf＝Pt鯛A　t
　次に民間収支を考えると，Pt＝Yt（t期の所得）であり，このYtは財・サービスに支出されるか．
同期の貨幣の手持ち量Hin　tを増加するのに用いられる。
　Yt＝pt＝Ct＋It＋Gt＋Hs　t（t期の貨幣の退蔵）すると，　mbt＝Hst
ここで民間のHlntがYtに比例すると仮定すると・Htnt＝k・Yt（k＝マーシャルのk）・
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H「t’tはHs　tによ・て増加するので・H・t・｝㎞・…Ht・・t　一、・k・Yt－Y，．、次に・を轍財への
支出が総支出の一定割合を占めると仮定しk時の割合とすると・Mt＝a・At
『また・mbt＝Yt－At＝Hs｛＝k・Yも一Yt＿1から
　　　Ai＝Yt噂k・Yt－Yt．、　（5）
（5）式を　mbtで表わすと，
　　　mbt＝Xt－a（Yt－k・Yt－Yも＿i）………（6）
ここで考えた2っの仮定に問題はあるが，一次近似としては認めうるであろう。
　上述しftことから成長率9との関連をみる。9は国民所得水準に対する国民所得の変化率すなわち，今
期の国民所得から前期の国民所得を差引いπものを前期国民所得で除すと得られる。例えば，前期の国民
所得水進を所与とすれば，成長率9が高い程，今期の国民所得は大巾に変化する。これを（6）式に導入して
考察すると．
　　mb｛＝Xt－a・Y　－t＋・・9・k・Yt・一…（7）
となる。a・kは一定と仮定されているので，9を所与とすれば，今期の国民所得水準が高い程．今期の
貿易収支は改善され，今期の国民所得を所・与とすれば，成長率9が高い程，今期の輸入は小とltる。
　所得水獲が一定とされるケースにk・いて，（7）式より貿易収支と成長率の関係は，貿易収支が改善するに
は輸出の増加か成麟歌とが必要条件・・奴こで・・ヱｦ旱から・を高め・にはY・
－Yt　一’・が大きく鮒れ陥弦い・Hm・t・一・Hm・t・・…k・Yt－Yt・、から・Hin　t　一一｝Htn　t　一．、囎大は
Yt『Yt－1が増大する必要があb・この　HMtはHStにより増大するので．結局このケースでは，
HStの増加・すなわち交易条件の有利化か，国内の貨幣供給量の増加がなければ9は高まらない。この
所得一定のケースは主に低開発諸国にみられるケースであり，それら諸国では現実に交易条件が不利化傾
向にあるので9も高まらず，貿易収支mb　t　も改善されlt　h。故に貨幣供給量を増やしてHmtの増
大に期待するとインフレーシ・ンの可能性をもつことにもなろうから交易条件の改善に活路がみい出せる。
　所得水進が変動（上昇）するケースー一・一一一一一般に先進諸国にみられる　　　において，9とmbtの関
係はYtの増大が生ずれば，　mb　tが改善し，9の増大を必要としない，なぜならば，（7）式よb　Ytの増大
目体9を高め・それがmbt改善につkがるからである。反面．　Ytの増大はその国民所得の関数である
Mtを増大させるので、何らかの理由で9が低下すると問題がteきる。またその国の輸出品の寄与率が交
易条件を有利にする製品にかだむいていれば，Ytを増やしっっ9を高め，　mbtを改善することも可能
である。ここでは実物タームを考えていないが，もしYtの増加につれて過大な投資の作用が生起すれば，
イツフレーシ。ンへと進むか蜘れなV，13）
　成長率一定のケースでは（7）式よb　mbt　の改善にはXtかYtの増加に依存する。このYtの増加は
一方では今期投資Itの増加に起因するが．ここではHmtとの関係から吟味すると．　HmtはYtに比例
するとの仮定から．Ytの増加はHmtの増加に依存する。貨幣的要因のみで考えft場合，　Ytの増加要因
はHs　t・すltわち交易条件の有利性に・あるいは貨幣数量の増加に・そして民間の生産Ptの増加に・
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依存する。
　同様にして，成長率が変動（上昇）する場合，所得水塵が一定でもmbtは改善し，その改善を通じて
所得は一定のタイム．ラグをともなって増加するであろう。この時，Mtの増加は交易条件，輸入性向等の
諸条件で上昇・或は相殺作用を受ける。
　次に成長率と物価の関係は前述しft成長率と貿易収支との関係から．成長率が高いと貿易収支は黒字と
ltる傾向にあるが，この貿易収支の改善を避けようとすれば．物価の上昇が伴われる。このように成長率
と物価の間には貿易収支を媒介としだトレードオフ関係がある。才6節では5者の関係を実物タームを考
慮し，インフレーシ・ン下であるという条件を加えて論究する。
注｛1）　R．Komiya．”EconomicGrowth　and　Balance　of　Payment：A　Monetany
　　　Approach”Journ　al　of　Political　Ecbnomy　1969年Jan．Feb　PP．35－
　　　48　拙稿「為替相場切下げと交易条件」明治夫学大学院紀要オ7集　PP．597　－400
　（2）　S．S．Alexander．，tEffect　of　a　Devaluation　on　a　Trade　Balance，，
　　　in　IMF　staff　Papers　Apri11952年　Reprinted　in　ctReadings
　　　in　International　Economicss）by　R．E．Caves　and　】ELG．Johnson
　　　PP．359－375　G．A．　U．
（3）投資との関係については次節で論究する。
6，イン7レーション下における物価・貿易収支・成長率の関係
　匡内にインフv一シ。ン圧力がある時，適正成長率を維持しながら物価安定と貿易収支均衡が成立され
るモデルを考察する。その際インフレーシ。ンについてはオ3節で分析しftケースDを用いる。成長率に
関してはハロッド・ドーマーモデルを考えていく。ハロッドが「国際経済学」の中で取b上げだ国内・国
際均衡についての研究でインフレーションに触れているが，その時のインフレーションはここでのケース
Dに相当する。この裡のインフレーシ。ンは通常，投資1・消費C・政府支出G・輸出Xの過大な増加に
起因すると考えられる。このうち特に経済成長と物価水準を問題とする時，重要なのは投資で，この投資
も誘発投資と独立投資の区別があb，前者はCとともにYの関数であb，後者はG・XとともにYの決定
因である。
　物価の安定を考えると一始めXを無視一1・C・Gの抑制策がとられようが，それらの対策は縮少均衡
となる可能性があるので，ここでは供給能力の増大という面から検討する。投資は実質国民所得に対する
総需要の主要部分であり，投資の増加は乗数メカニズムを通して総需要を増大させ，Fig皿のDD曲線
を右上方にシフトさせる。他方投資はそれだけ資広設備の増大を意味し，その資応量増大による労働生産
性上昇によb，総供給を増大させる傾向をもち，SS曲線を右下方stSe曲線にシフトせしめる。
　このDDからDIDkのシフトは物価上昇を意味し，　SSからS冒S「へのシフトは物価下落を表わす。
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　始め，封鎖経済を前提とし，単純な成長モデルを考える11）
　　S＝s・Y　　　　　（1）
会砦・1・V・会経　（・）
　　StI　　　　　　　　　（3）
但し，s・購9・限界貯離向会砦・甑スト。クの変化率K・財ス・。ク
Y・・生産能力V・吾（ドーマーモデ・レでは・の資蘇数の逆編で劾・れている）とす・。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　△Y　　　9　　　　　　　（4）　　　一
　均衡点は始めEであるが，投資増大でDD曲線が
　DIDk．　S　S曲線がSlskシフトすると均衡点は
　Elへ．物価水準もPからPk移行する。これは2
　つの変化でteこる。1っはDDがDIDkシフトす
　るがSSは不変のケースで，この時EはEltへ移
　行し，物価水準もPl！となる。もう1つはSSも
　stSlヘシフトするとすれぱ，　EttはEl　pnもP「
，となる。こう考えるならば。物価水準の騰落は投
　資が与える二重効果に依存する。以上の関係を基
　広的概念として念頭に澄き，詳細に討究していこ
　う。本節では動学的過程を分析するだめ期間分析
　を考慮して検討する。
　（1）（2｝（3）式から一次の同次微分方程式に縮約すると　　△t　＝　V　・Y
　これらの単純モデルを足差方程式分析方法（期間分析）を用いて動学化する。
（1）式より　St＝s・Yt－1　　　　　　　（5）
（2）式よb　It＝V（Yt－Yt＿1）　　　（6）
（3）式より　St＝It　　　　　　　　　　　（7）
　　　　　　K　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　K
　　　　　　Yf　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Yf
Y・‘．、………（・）・だ．Y・÷Kから
『＝Kt－Kt－1＝V（Yft“Yft－・1）　　　　（9）
（6）式はV＝『　から・これも時間とともに変化する。従って一』＝V＝Kt－Kt－1・／Yft－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kの変化分は正・負の純投資を意味するから．
この⑨式から⑥式が導き出され，（6）式は均衡成長の99；2N的条件式である。故に均衡成長が実現されるftめ
にはKとYが時間を通じて与えられた必要資広係数に等しい割合で成長しなければならlt　h。
　（5）（6）式を（7＞式に代入すると．
s・Yt．、＝V（Yt－Yt－、）　　∴V・Yt＝（V＋・）・Yt－・
変形・てY，・Y、－i（1＋．ii－　V）　　。。
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⑳式からftだちに推定されることはs・Vが正である限b，ある一期間の所得は常に一期前の所得よb大
でltくては左らないどハうことである。この⑩式を変形して両辺から1を引けば成長率が得られる。
すなわち．
Y・／Y・一、－1・（1・与）－1
Y、－Yト、／Y、－1・畢
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　す上式よb　　　g＝Yt－Yt－1／Yt　一　1i　＝〒＿＿＿⑳
を得る。この9は均衡（適正）成長率でハロッドのGwに相当する。
　ここでもう一度乗数理論の命題式をとb出して均衡成長率決定式とltらべると．
　　・・Y、－Y、．、／Y、．1・与・一…・⑪
△Y．主．△1　　　　＿＿＿⑫
　　　　sCiオ式を定差方程式で表わすと．
Y・－Y・一、・?i・、－1，一、）　C、Z　t
⑫1式をYt－fで除すと・
　　Yt・　・－Yf・・1’／Yt－、＝1／9－・（It－It－、’／Yt・、）　a3
㈱式の左辺は有効需要の成長率で・これをguとし・It－1’t＿1／Yt－1　＝iとすると・
　　　　　9・・，1－　　　a4　となる。
　　　　　　　　S
　ケースDのイぞフレーシ・ン下で物価安定を求めるには上言EKioa4式よbg＞guと左ることが必要条件
となる。ftぜftらば，9の増大は投資の産出能力効果からくる成長率であb，　g　uは有効需要効果からく
る成長率であるftめ，超過需要をもつインフレーシ。ン対策には9がgu以上に高まることが望まれる。
　この時・9を高めるにはSを高めるかVを低下させ・9Uを抑制するにはiを低下させるか百を増大さ
せることに依る。先にのべftように，国民所得を決定するものは独立投資と政府支出である。故に適正成
長率の維持と物価水濫の安足を考えるとき，独立投資率と政府支出率の組合せによって物価水逸は決定さ
れるS2）さらに．この物価描を獺させること、tく，目標の成長率を維持していくのvcet．投資率が決勲
鷹持でき謝このように．物価樺と通正成長率は投資率．限界貯灘向．躰係鵬1，よb、改善．
安足されうる。
　今までの分析では輸出を除いていだ。いうカれぱ封鎖経済下の分析である。先のハロッド・ドーマーモ
デルが適用されるのも実はこの封鎖経済であb，貯蓄のはけ口として投資があ9π。しかし，開放経済を
考えるとき．はけ口としての貯蓄の外に輸入も考えられ，まだ，投資とfrらんで輸出が，資’ZNの完全利用
下で生産される国内生産物に対する国内需給のギャップをうめるものになろう。
　開放経済下では先の（5×6）（7）式より各々次の式をうる。
　　St　＝s・Yt＿1　　　　　⑯
　　It＝V（Yt－Yf．、）aa
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－567一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　砂
　　It＝St＋Mt＿1－）＜t＿1　　aオ
Oり式にteいて1はSのほかにMによっても．生産能力は可能となることを表わしている。
⑮α〔拭を働式に代入すると
　　　　　　　　　　　　　言　　Yt＝Yt．1・（1＋」－　V）＋Mt－i’　－X　t；r
変形して〔（Yt・づ）で除t〕
　　　　　　　　　　　　　　　宮　　Yt／Yt－、；＝（1＋V）＋（Mt’＝、－Xt－、／Yt．f）　⑱
両辺から1を差し引いて成長率をもとめると，
Y、－Y、一、／Y、．、・与・（M、，、－X、．、）／Y、．1　⑲
開放体系下での成長率を9とし．
Mt∴1－Xt－1／Yt二1をm（限界輸入性向）とすると・働式は
　　　　　＿　営　　　　　9＝▽＋m　　　　　　　⑳　　　とftる。　　　　、
次に開放経済体系下の有効需要の成長率蒼uを外国貿易乗数により求める
Y，－Y、．、・漏｛（XゼX、一、）・（1じ・ト、）｝　（21）
　　　　　　　　　　（21）式をYt－1で除すと
Y，－yL－、／Y、一、・＝翻・｛（X，－X、．、）・（1、一・，L、）｝／Y、．、・（22）
　　　　　　　　　　　　　　　s（22）式より　Xt－Xt＿1をxとすると，
　　　9・二…裟詐　　　（23）
　　　　　　sここでXもiも外生変・数・S。mは内生変数である。
　国内にディマンドプルィンフレーシ。ン圧力があるケースでは封鎖体系の時と同様に，喜〉百uが改善
のための条件となる。
　9＞guとkるには5通り考えらkる。
（イ）9U以上にgを成長させる。
（ロ〉　喜Uに変化なく，喜を増大させる。
の　gに変化fiく，9Uを抑制する。
しかし本稿のはじめでもことわっπと診り，拡大成長を目ざしているので，（（Xp）の例が好ましい。
　まず9を増大させる要因を方程式⑳から考察すると，sかmの増大，もしくはVの減少に依存する。言
の増大は9Uをある程度抑える働きのほかにインフレーシ。ンを除去する効果をもつであろう。つまり，
これを有効需要を低める効果をもつだめである。mの増大は輸入を刺激するので，貿易収支が黒字のとき
は崩・報と・ろう．さらにVの菰少はV・歪fから．Y・（生醗力）の増加をとも・うので、こ
れは国際競争力の強力とltb，入超緩和に役立つと考えられる。冒Uを喜の成長以下に抑えていくには方
程式〔23）よb　x．iの抑制，　m．　sの増大に依存する。　xもiも外生変数であり，特にxは外国の有効
需要に依存するので．喜uを瀞さえていくには大きな期待はかけられない。故に菩とmに依存する割合が
増す。このsとmの増大は9の場合と同様にインフレーシ。ン圧力抑制効果と入超促進効果があるので，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－568一
現在の日mのように．国内にインフレ，対外的には貿易収支黒字の国にとっては有効な手段とltるであろ
う。
注（1）
　（2）
（3）
伊達邦春「経済変動論」　評論社　　　PP．45－49
水野正一「日tuの物価変動」　東洋経済新報社　PP．140　・一　144
N．Kaldor，“Economic　Growth　and　the　Problem　of　Inflation－．一．
Part　I”Economica　1959年August　PP．212－226
Part　ll　Economica　1959年NoV．　PP．287－298
??
●
?
o
o
?
　　考
J．E．Meade．　ct　Th　e　Balance　of　Payments”
Oxford　Univ　Press．　1966年版PartI・ll・　m・
RHarrod　tt　lnternatiollal　Economics，，　Kinok　uniya　Asian　EditiGn
藤井茂訳「国際経済学」実菜之日m社　PP．278－290
R．Harrod：高橋長太郎他訳「動態経済学序説」　有斐閣　PR　65－154
E．D．　DomaR　：宇野健吾訳「経済成長の理論」　　PP．99・・127
B．Hansen：塩野谷九十九他訳「インフレーシ。ン」　東洋経済新報社
if　1章ll・　7章オ8章
磯村隆文「物価変動の理論」　東洋経済新報社　オ6章　2k　8章
小牧正道「経済学入門」　日桃書房　6・7・8章
篠原三代平他「国民所得乗数論の拡充」　有斐閣　PP・251－271
H，G．　Johnson，　t｛lnternational　Trade　and　Economic　Growth：Study
in　Pure　Theory，　Unwin　University　Press．　　PP．120－149
小島清他訳「国際貿易と経済成長」　弘文堂　W，5章
久武雅夫「経済学研究者のだめの数学入門」　春秋社　オ11章
一569一
